Analysis of Global Management Model in Foreign Multinational Pharmaceutical Companies by 田村 泰一 & 望月 大輔
─   ─ 124
 
 
 
 ─   ─ 125
〈論 文〉 
外資製薬企業における 
グローバルマネジメントモデルの分析 
田 村 泰 一 * 
望 月 大 輔 ** 
 
Analysis of Global Management Model 
in Foreign Multinational Pharmaceutical Companies 
Yasukazu Tamura 
Daisuke Mochizuki 
 
Abstract 
The purpose of this paper is to consider how to manage Japanese subsidiaries of foreign 
multinational companies. The foreign multinational pharmaceutical companies, which have entered 
into the Japanese market, were analyzed based on their IR information and other papers, and then 
relationships between the Japanese subsidiaries and their Head offices were classified into the 
frameworks introduced by Bartlett and Ghoshal. Since the Japanese pharmaceutical market is 
originality compared with those of foreign countries, it is important for the Japanese subsidiaries to 
have flexibility which allows the subsidiaries to determine their own development and marketing 
strategies. The analyzed result shows differences in the degree of local adaptation among the observed 
companies, and a possibility that the Japanese subsidiaries with the strategic flexibility would have 
competitive superiority in the Japanese market was suggested. 
 
要  約 
本稿の目的は、外資製薬企業における日本法人のマネジメントのありかたについて、考察を
行う事である。日本に参入している外資製薬企業を文献及び各社が公表している IR 情報をも
とに分析し、日本法人と海外本社との関係性について Bartlett と Ghoshal が提唱したグロー
バル統合・ローカル適応のフレームワークを用いて整理した。日本の医薬品市場は、他国と比
べ独自性を持つため、日本法人が独自の開発・マーケティング戦略を行うことのできる柔軟性
を持つことが重要である。調査結果より、各企業において、日本法人のローカル適応の度合い
において相違点が見受けられ、戦略の柔軟性を持つ日本法人企業が、国内市場で競争優位性を
築く可能性が示唆された。 
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 1 ．はじめに 
医薬品産業は、医薬品が生命に関わる商品であるため薬事法などの厳しい規制によって制限されてい
る産業である。規制は、医療保険制度、薬価制度、製造・輸入承認、販売業許可、特許等、多岐にわた
る。これら国の制度や特許が他業界からの参入障壁となる一方、国の政策によっては、企業の業績に大
きな影響を与えることが予想される。 
近年、医薬品産業を取り巻く環境は劇的に変化している。日本国内では少子高齢化、医療の高度化に
伴い、国民医療費は毎年増大し、そのための財源の確保が深刻な問題となっている。医療費の中でも大
きなウエイトを占めているものに薬剤費があり、厚生労働省は後発医薬品の使用促進による薬剤費抑制
の政策に取組み、2012年度末までにジェネリック医薬品の数量シェア30%を目標に掲げ、政策を全面
的に後押ししている（図１）。ジェネリック医薬品の使用を促進することで、特許が切れた先発品から
薬価が安いジェネリック医薬品に切り替えを促し、薬剤費の削減効果を見込んでいる。そのため、国内
市場においては、ジェネリック医薬品の浸透や薬価の引き下げにより、市場の伸びは鈍化し、大幅な成
長は今後も期待できない。各社、現在ある市場の中でいかにシェアを維持するかが、課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：医薬産業研究所 政策研ニュースをもとに筆者作成 
図１ 日本国における国民医療費と薬剤費 
 
1990年代の後半より、国内市場へ多くの外資系企業が参入し、現在では国内の売上の上位を外資系
企業が占める状況である。しかしながら、今後は内資系企業と外資系企業を含む競合他社との競争がさ
らに激化し、業界全体は高コスト構造になることが示唆され、今日において、日本市場は限られたパイ
の中で、シェアを奪いあう厳しい状況になっている。 
グローバル企業における組織マネジメントのあり方については、企業が参入市場において戦略を実行
する上で、重要な要素であり、本社主導のトップダウン式経営や企業文化や理念によるマネジメント等、
各社様々なマネジメント手法を取っている。 
─   ─ 127
本研究では、日本国内における外資製薬企業、数社を研究対象とし、日本法人と海外本社との関係性
について分析を行う。 
 
 2 ．グローバルマネジメントモデルに関する先行研究 
Prahalad（1975）や Doz（1976）らは、グローバル企業のマネジメントに着目し、グローバル企業
のトップマネジメントは常に政治的、経済的、組織的といった相異なる軸の中で実現可能な戦略をとる
ことが重要であると論じ、I-R グリッド（Integration-Responsiveness Grid）と呼ばれる 2 次元のフ
レームワークを提示した。Bartlett（1986）や Ghoshal（1987）は、このフレームワークを用いて、
実際に産業、企業、機能といった様々な切り口により、分類を行っている（図２）。 
例えば、家電産業はグローバル統合が高くローカル適応が低い産業とされ、一方食品などはローカル
適応が高いがグローバル統合は低いという位置づけである。自動車産業はそのほぼ中間に位置し、通信
産業や製薬産業は両方の度合いが高いと位置付けられている。さらに同一企業においても、機能別組織
に位置づけは異なり、研究が最もグローバル統合の傾向をもち、次いで開発、マーケティング、営業・
サービスと、ローカル適応の度合いが増していく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：グローバル経営入門をもとに一部筆者改変 
図２ I-R フレームワーク 
 
Bartlett and Ghoshal（1989）は、さらに I-R グリッドを発展させ、グローバル、トランスナショ
ナル、インターナショナル、マルチナショナルといった 4 つのタイプを提示した。各類型を資産や能
力の配置状況、海外オペレーションの役割、およびナレッジの開発と普及、の 3 つの観点から特徴を
定義している（図３） 
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出典：グローバル経営入門 
図３ 各類型の特徴 
 
１．グローバルアプローチ 
規模の経済を追求でき、付加価値活動を 1 か所に集中させる結果、コミュニケーションやコーデ
ィネーションコストが低減されることも大きい。反面海外各国のローカル事情への適応が不十分に
なる点がマイナス。 
 
２．インターナショナルアプローチ 
センターの持つ強力な能力やリソースを海外へ移転することにより、それほどコンピタンスを保有
しない海外子会社も親会社の持つ知的資産へアクセスできることがメリット。海外子会社からの心
理的反発、海外特有の強みを取り込むといった視点に欠ける、海外への現地適応の度合いが低い点
がマイナス。 
 
３．マルチナショナルアプローチ 
海外各国固有の状況に対し敏感に適応しローカルニーズを満たしうる点がメリット。その反面、世
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界各国間で重複が多く、非効率になる。具体的には各国でのベストプラクティスが他国に応用可能
であっても共有されない点、またオペレーションも各々で独立しているため、リソースの共有が進
まない点がマイナスである。 
 
４．トランスナショナルアプローチ 
上記 3 つのモデルの持つ利点のみを活かし、欠点を克服したような理想型のようなもので、グロ
ーバル統合とローカル適応を両立しうる組織を持つ。各国子会社はそれぞれ特有の経営資源、能力
をもとにそれぞれの専門的立場から他の世界的に統合されたオペレーションに対し貢献する。ナレ
ッジや能力は世界の複数拠点間で共に構築され共有される 
 
 3 ．外資製薬企業の事例研究 
調査対象企業は、世界市場で上位10位にランクする売り上げ規模が大きく、また日本法人を有する
Pfizer、AstraZeneca、MSD、Janssen、Sanofi の 5 社を選択し、文献及び各社が公表している IR 情
報をもとに分析した（図４）。（なお、Johnson&Johnson 及び Merck は、関連子会社である Janssen 
Pharma 及び MSD が分析対象である。） 
 
順位 製薬企業名 国名 2011年売り上げ （百万ドル） 
1 Pfizer 米 57,747 
2 Novartis スイス 47,925 
3 Merck 米 41,289 
4 Sanofi フランス 40,607 
5 Roche スイス 36,439 
6 GlaxoSmithKline 英 34,293 
7 AstraZeneca 英 32,981 
8 Johnson&Johnson 米 24,368 
9 Eli lilly 米 22,608 
10 Abbott Laboratories 米 22,435 
  ：分析対象企業 
出典：ミクス 2011 
図４ 世界における製薬企業の売り上げランキング 
 
 3 ．1 Pfizer の概況 
Pfizer は世界約150カ国でビジネスを展開している世界最大の米国系製薬企業である。これまでの
Pfizer の成長戦略は M&A によるもので、数兆円を投じて Pharmacia や Wyeth のような製薬大手を買
収してきた。Pfizer の事業範囲は製薬企業の中でも広く、医療用医薬品、後発医療用医薬品、コンシュ
ーマーヘルス、アニマルヘルスケアなどで、事業は多角化されている。企業の組織構造としては、医療
用医薬品事業にビジネス・ユニット制（事業部制）を導入し、各事業部門をより小さく専門性の高い組
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収してきた。Pfizer の事業範囲は製薬企業の中でも広く、医療用医薬品、後発医療用医薬品、コンシュ
ーマーヘルス、アニマルヘルスケアなどで、事業は多角化されている。企業の組織構造としては、医療
用医薬品事業にビジネス・ユニット制（事業部制）を導入し、各事業部門をより小さく専門性の高い組
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織で構成することで、素早く的確な意思決定と領域毎のシームレスな戦略構築を可能にしているのが特
徴的である。 
 
 3．2 AstraZeneca の概況 
AstraZeneca は英国系外資企業で医療ニーズの高い治療領域である循環器、消化器、感染症、ニュ
ーロサイエンス、オンコロジー、呼吸器・炎症の 6 つの治療領域において、新薬開発を行っている。
1999年にスウェーデンに本拠を置き北欧最大の医薬品メーカーであった Astra とイギリスの大手化学
会社 ICI から医薬品部門がスピンオフした Zeneca グループが合併し、現在の AstraZeneca が形成さ
れた。2011年の売上高は約336億ドルで、世界 7 位に位置し、世界 8 ヶ国（スウェーデン、英国、米国、
カナダ、フランス、インド、日本、中国）にある17の拠点で医薬品の研究開発を国際的に推進してい
る。 
 
 3．3 Janssen Pharma の概況 
Janssen Pharma の親会社である Johnson&Johnson は、米国に本社を置く製薬、医療機器、診断
薬 その他のヘルスケア関連製品を取り扱うグローバル企業である。世界60カ国に250以上のグループ
企業を有し、年間の総売上高は2011年度で約650億ドルを上げ、事業分野別の構成比は消費者向け製品
23%、医療機器・診断薬40％、医薬品37%となっている。社内組織については、社内カンパニー制を
採用しており、ビジネスをマネジメントしやすいサイズに構成して権限を与えることにより、各ユニッ
トは高度の専門特化、迅速な意思決定を実現している分社分権経営を実施している。この中で
Janssen Pharma は Johnson&Johnson の医薬品部門を扱う事業会社として、 1961 年に
Johnson&Johnson グループに入り、現在は世界50カ国以上の国で 3 万人以上の社員が働いている。 
 
 3．4 Sanofi の概況 
Sanofi は、フランスを本社として世界100カ国以上に展開するグローバル・ヘルスケアカンパニーで
あり、2011年度には400億ドルを世界で売り上げているビッグファーマの 1 つである。2004年にフラ
ンスの製薬会社大手、Sanofi が、Aventis を吸収合併した結果として設立された。これまでの伝統的処
方薬と先進国市場に重点をおいてきた事業活動から、ワクチン、ジェネリック、動物用医薬品、OTC
と事業を多角化している。2010年には、Genzyme を買収し、希少疾患領域での開発にも力を入れる方
針を示している。 
 
 3．5 MSD の概況 
MSD の親会社である Merck は、医薬品、ワクチン、生物学的療法および一般向けならびにアニマ
ルヘルスケア事業を持ち、世界140カ国以上で事業を展開している米国系製薬企業である。2009年11月
に米同業大手の Schering-Plough を買収し、売り上げ規模においては、2011年で480億ドルを持ち、
Pfizer に次ぐ世界 2 位に位置している。研究開発に関する考えも特徴的で、以前より、自前主義開発
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からオープンイノベーションを積極的に導入してきた会社の 1 つである。製薬企業が有するコーポレ
ートベンチャーの導入も行っており、現在販売している品目の50％以上が導入品である。今後、さら
にこの比率を高めようとしている。 
 
 3．6 事例のまとめ 
海外本社と日本支社との関係性について、I-R フレームワークによって、図５のように分類した。分
析によって分類される各アプローチの特徴については、前述している通りである。Nohria and 
Ghoshal（1993）によれば、製薬産業はトランスナショナル環境に分類されるとしているが、本研究
では、各社を下記の通りに分類した。 
Pfizer や Janssen は、資産や能力を本社に集中し、日本法人は本社の戦略を忠実に実行する特徴を
持つ、グローバルアプローチに位置付けた。一方、AstraZeneca、MSD や Sanofi はトランスナショナ
ルアプローチに位置付けた。トランスナショナルアプローチは、オペレーションにおいてはグローバル
統合され、本社と子会社に、資産と能力が分散し、相互依存的に存在し、子会社のナレッジは世界中で
共有される関係である。 
Porter（1986）は、企業が世界で経営戦略を構築するとき、産業特性に適合した戦略をとることが
適当だとしている。特に製薬産業においては、顧客・市場・競合他社も世界規模の広がりを持ち、グロ
ーバル対応が必要な産業である。しかしながら、一方で、製薬産業は規制産業でもあり、競争環境が各
国ごとに異なり独立している。いくら、米国や EU 市場で競争優位を確立したと言っても、日本でそ
のまま通用するとは限らない。なぜなら、各国において競争相手の数や顧客のニーズだけでなく、政府
による規制といった様々な要素が異なるからである。 
日本市場の特徴としては、特許切れ後の後発医薬品の脅威が少ない点と、内資製薬企業が大小含めて、
数十社にも登り、競合が激しいことが挙げられる。よって日本において、外資製薬会社が効果的にビジ
ネスを実施する上では、グローバル企業の強みを活かしつつ、日本市場に適応しなくてはならない。製
品戦略においてグローバル標準化は意味をなさないため、いかに各国市場のニーズを反映した現地適応
戦略をとれるかが鍵となる。こうした現地化政策を有効に遂行するためには、本社からの強いコントロ
ールは効果を発揮せず、むしろ日本法人への大きな権限委譲が重要である。そのため、トランスナショ
ナルアプローチに位置付けられる AstraZeneca、Sanofi や MSD は、グローバルでの戦略に乗っ取る
だけではなく、日本独自の戦略を立案するための、戦略の柔軟性を持つ。このことは、Pfizer や
Janssen といったグローバルアプローチに位置付けられる企業と異なり、競争優位性な要素を持つ企
業と考えることができる。 
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本、 Asia-pacific 、
グローバルと 3 つの
ステップで承認を取
る。日本の開発戦略
成功例を他国にも共
有する環境下にあ
る。ローカル適応も
進んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
図５ 各社における開発戦略承認プロセスと分類 
 
 4 ．まとめ 
最後に本研究のまとめと今後の課題について述べる。 
新薬創出が困難になり、薬価改定の脅威などあらゆる環境の変化の中で、既存製品の価値を最大化し、
製品寿命を延ばし、いかに長期間にわたって収益を上げていくかが企業戦略の上でも重要である。製品
戦略ポートフォリオの中に注力する製品を明確に位置づけ、そこから確実に利益を確保しようとする動
きが活発化してきている。 
このような背景の中、本研究では、外資製薬企業が日本国内において戦略を実行する上での要素を分
析した。外資製薬企業が日本国内において戦略を実行する上では、戦略の柔軟性を日本法人が持つ必要
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があり、MSD や Sanofi や AstraZeneca の日本法人はこれらを実行する上でのオペレーションがそろ
っており、他者との優位性を築いていると考えられた。特に、日本市場は他国の市場と異なり独自性を
持つため、海外本社戦略をそのまま実行しても、効果的ではない。日本独自のニーズを把握し、戦略に
反映させ、タイミングよく実行することが必要である。 
近年、多国間での新薬の共同開発が進む中で、開発早期段階において各国がニーズをどれだけインプ
ットし、海外本社に許容してもらうかが、課題となりつつある。海外本社にとって、日本市場の位置づ
けは、高いものの、日本のニーズをどれだけ聞いてもらえるかが、戦略を成功させる上で重要な要素と
も言えるだろう。 
今後は、これら選択した 5 社の開発プロセスを調べるため、インタビュー調査を行い、マネジメン
トプロセスについてさらなる研究を進める予定である。 
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析した。外資製薬企業が日本国内において戦略を実行する上では、戦略の柔軟性を日本法人が持つ必要
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があり、MSD や Sanofi や AstraZeneca の日本法人はこれらを実行する上でのオペレーションがそろ
っており、他者との優位性を築いていると考えられた。特に、日本市場は他国の市場と異なり独自性を
持つため、海外本社戦略をそのまま実行しても、効果的ではない。日本独自のニーズを把握し、戦略に
反映させ、タイミングよく実行することが必要である。 
近年、多国間での新薬の共同開発が進む中で、開発早期段階において各国がニーズをどれだけインプ
ットし、海外本社に許容してもらうかが、課題となりつつある。海外本社にとって、日本市場の位置づ
けは、高いものの、日本のニーズをどれだけ聞いてもらえるかが、戦略を成功させる上で重要な要素と
も言えるだろう。 
今後は、これら選択した 5 社の開発プロセスを調べるため、インタビュー調査を行い、マネジメン
トプロセスについてさらなる研究を進める予定である。 
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